
投資情報室

2020年5月19日

新興国レポート
インドが20兆インドルピーの経済対策を発表
経済対策への失望等から株式は軟調 追加利下げ期待から金利は低下

 インド政府は5月12日、総額20兆インドルピー（約28兆円）の追加経済対策を発表。17日には都
市封鎖（ロックダウン）の5月31日までの延長を発表。

 経済対策の規模に対する失望や新型コロナウイルス感染拡大等からインド株式（SENSEX指数）は
軟調。追加利下げ期待等から10年国債金利はリーマン・ショック時以来の水準に低下。

（審査確認番号 2020-TＢ67）

（1）総額20兆インドルピーの経済対策を発表
• 都市封鎖が長引く中、4月のサービス業ＰＭＩ（購
買担当者景気指数）が急低下する（図表1）等、イ
ンド経済は減速傾向を強めつつあります。一部では
2020年の経済成長率は40年ぶりのマイナスになる
との見方も出ています。モディ首相は5月12日、イ
ンドＧＤＰ（国内総生産）の10％に相当する総額
20兆インドルピー（約28兆円）の追加の経済対策
を発表しました。中小企業やノンバンクへの資金支
援、出稼ぎ労働者への食糧支援等が中心となってい
ます。同時に、政府がほぼ独占してきた石炭産業の
民間開放等の緩和策も打ち出しました。

（2）感染者数増加に伴い都市封鎖を延長
• インドの新型コロナウイルス感染者数は増加してい
ます。ＷＨＯ（世界保健機関）によると、5月17日
の増加数（前日比）は5千人を超え、延べ感染者数
は中国を上回る約9.6万人に達しました（図表2）

• こうした状況を受け、インド政府は5月17日を最終
日としていた都市封鎖を5月31日まで延長すると発
表しました。政府は国内の感染者数が600人余り
だった3月25日から全土の封鎖を行い、これまでに
2度延長しています。2度目の延長となった5月4日
以降は感染者の少ない地方都市等で経済活動の再開
を部分的に認めたものの、ムンバイ等の大都市に関
しては経済活動等に対する厳しい制限を続けていま
す。しかしこれまでのところ、封鎖の効果は限定的
なようです。

（3）インド株式や債券の反応
• 今回発表された経済対策が、既に公表された計5.5
兆インドルピー（約8兆円）強の措置を含んでいた
ことへの失望や感染者数が足元急増していること等
が嫌気され、15日のインド株式（SENSEX指数）は
経済対策発表前の11日より下落しました。インド
10年国債金利は、政府の経済対策を補完すべくＲＢ
Ｉが追加緩和に踏み切るとの期待が高まり、リーマ
ン・ショック時以来となる5.7％台に低下しました
（図表3）。
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図表1：インド製造業・サービス業ＰＭＩ

出所）図表1～3はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表2：インド新型コロナウイルス感染者数

図表3：SENSEX指数とインド10年国債金利
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